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   資料１① 

令和６年度具体的事業実績評価について 

 「留萌市子ども・子育て支援事業計画」に掲げる計１０３の事業からなる具体的事業の令和６
年度の実績評価について、評価対象外８事業を除く９５事業のうち、十分な成果（Ａ）と一定の
成果（Ｂ）の合計が９４事業と全体の９８％を占める結果となりました。 
令和７年度以降は、「第３期留萌市子ども・子育て支援事業計画」に基づき、継続して事業を

実施し、着実に子ども・子育て支援施策を推進していきます。 
 

計画に基づく具体的事業の進捗状況等について 

十分な成果 一定の成果 成果が低い 評価対象外

Ａ Ｂ Ｃ

①　地域子育て支援の充実 11事業 4事業

②　就学前教育・保育の充実 8事業 1事業

③　学校教育環境の充実 6事業 6事業

④　情報提供・相談体制の充実 2事業 2事業

⑤　母子保健・医療体制の充実 9事業

⑥　食育の推進 3事業 3事業 1事業

⑦　安心・安全な生活環境の整備 3事業 1事業 1事業

⑧　仕事と子育ての両立支援（再掲）

⑨　子どもの健全育成 12事業 2事業 1事業

⑩　次代の親育成 1事業

⑪　家庭や地域の教育力の向上 4事業 1事業

⑫　有害環境対策の推進 1事業 1事業

⑬　子どもの権利・安全の確保 1事業 1事業

⑭　児童虐待防止の推進 1事業 1事業

⑮　ひとり親家庭等への自立支援 3事業

⑯　障がい児施策の推進 4事業 3事業

⑰　その他支援を必要とする児童に
対する施策の推進

1事業 1事業

その他 3事業

合計 69事業 25事業 1事業 8事業

基本目標

実績評価



評
価

事業実績
事業

決算額
(円)

① 1 子育て支援センター事業
（地域子ども・子育て支援事業）

B

乳幼児及びその保護者が相互の交流を行う場所を開設し、子
育てについての相談、情報の提供、助言その他の援助を行い、
また、育児不安などの子育て相談や親子同士のふれあいの場
も提供し、育児に関する講演会等を開催するなど、子育て家庭
に対する様々な事業を推進した。
　【目標】子育て支援センター年間延利用人数　１０，５４９人
　【実績】子育て支援センター年間延利用人数　　５，２５１人

319,041
子育て支援課
（支援センター）

① 2
利用者支援事業
（地域子ども・子育て支援事業）
※基本目標④「情報提供・相談体制の充実」再掲
事業

A
　子育て支援センター及び子育て支援課において、幼児教育・
保育施設に関する利用相談や利用調整及び子育て情報の提
供を実施した。

-
子育て支援課
（支援センター）

① 3 親子ひろば事業 B

　市内６か所の児童センターにおいて、未就学の幼児・児童を
対象に、遊びを中心とした親子の交流の広場を提供した。
　【目標】
　　子育て支援センター及び児童センター年間延利用人数
　　７，１７０人
　【実績】
　　子育て支援センター及び児童センター年間延利用人数
　　３，２８９人

子育て支援課

① 4
ファミリー・サポート・センター事業
（地域子ども・子育て支援事業）
※基本目標⑧「仕事と子育ての両立支援」再掲事
業

A

　事業受託団体であるＮＰＯ法人と連携・協力し、子育ての援助
を受けたい人と援助を提供できる人を地域で結び付ける「子育
ての相互援助活動」により、地域ぐるみで子育てを支援した。
　【目標】年間延利用人数　２４６人
　【実績】年間延利用人数　７３５人

6,439,595 子育て支援課

① 5
一時預かり事業
（地域子ども・子育て支援事業）
※R5から一般型預かりがスタート

A

　家庭において保育を受けることが一時的に困難となった乳幼
児を主に昼間、一時的に預かり、必要な保護を行いました。私
立幼稚園では在園児を対象とした預かり保育を実施し、それ以
外は、ファミリー・サポート・センター事業と合わせて実施した。
　【目標】幼稚園における一時預かり年間延利用人数
　　　　　　６，３５８人
　【実績】幼稚園における一時預かり年間延利用人数
　　　　　１０，２８３人（幼稚園型１０，１７３人、一般型１１０人）

12,638,100 子育て支援課

① 6 産後子育てサポート事業 B

　乳児全戸訪問時において、ファミリー・サポート・センター事業
の説明及び３時間の無料券を配布し、産後の子育てを支援し
た。
　【目標】　年間延利用者数　３９名
　【実績】　年間延利用者数　１６人

36,300 子育て支援課

① 7 乳幼児全戸訪問事業
（地域子ども・子育て支援事業）

A

　生後４カ月までの乳児がいるすべての家庭を訪問し、子育て
支援に関する情報提供や養育環境等の把握を行い、子育て支
援を推進した。
　【目標】　訪問戸数　１０１件
　【実績】　訪問戸数　　６２件

135,779
子育て支援課
（支援センター）

① 8
養育支援訪問事業
（地域子ども・子育て支援事業）
※基本目標⑯「障がい児施策の推進」
再掲事業

A

　乳幼児全戸訪問事業と連携し、養育支援が特に必要な家庭
に対して、その居宅を訪問し、家事・育児支援や養育に関する
指導・助言等を行うことにより、適切な養育の実施を確保するな
ど子育て支援を推進した。
　【目標】　養育支援対象者数　７名
　【実績】　養育支援対象者数　８名

子育て支援課
保健医療課

① 9 乳幼児等医療費助成事業 A

　乳幼児世帯の健康増進及び経済的な負担軽減を図るため、
０歳児から高校生等までに拡大して医療費の助成を行い、子育
て支援を推進した。
　【目標】乳幼児等一人当たりの助成件数　１１．０件以上
　【実績】乳幼児等一人当たりの助成件数　１５．１件
　　　（年間延助成件数29,340件、助成対象者数1,938人）

59,094,237 市民課

① 10

放課後児童健全育成事業（留守家
庭児童会）
（地域子ども・子育て支援事業）
※基本目標⑧「仕事と子育ての両立支援」再掲事
業

A

　就労等により保護者が日中家庭にいない小学校１年生から６
年生に、小学校の余裕教室、児童館等を利用して適切な遊び
と生活の場を提供することにより、子どもの健全育成を図った。
　【目標】　留守家庭児童会登録児童数　１６３人
　【実績】　留守家庭児童会登録児童数　１８７人

9,683,121 子育て支援課

　第２期子ども・子育て支援計画
　具体的事業進捗状況等管理表

所管課

基
本
目
標

番
 

号
具体的事業名

令和６年度

十分な成果が得られた Ａ

一定の成果が得られた Ｂ

得られた成果が低かった Ｃ

評価対象外

評　　　　価

※①1に記載

※①7に記載

資料１②
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事業
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(円)
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標
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号
具体的事業名

令和６年度

① 11 地域組織活動
（母親クラブ活動費補助金） B

　児童センターを拠点として、地域で組織される母親クラブの地
域組織活動と連携・協力し、異世代間交流や安全対策活動に
より、子どもの健全育成を推進した。
　【目標】　母親クラブ会員数　３００人
　【実績】　母親クラブ会員数　２５５人

1,012,531 子育て支援課

① 12

妊婦健康診査（妊婦健康診査受診

票等の発行）
（地域子ども・子育て支援事業）
※基本目標⑤「母子保健・医療体制の充実」再掲
事業

A

　妊婦の健康の保持及び増進を図るため、妊婦に対する健康
診査を実施するとともに、妊婦期間中の適時に必要に応じた医
学的検査を実施しました。また、母子健康手帳と一緒に健康診
査受診票を発行し、妊娠中の健康診査の費用を負担すること
により、出産環境づくりを推進した。
　【目標】　妊婦健康診査延受診人数　１，８７０名
　【実績】　妊婦健康診査延受診人数　１，２３０名

5,244,370 保健医療課

① 13 遊び方教室
※基本目標⑯「障がい児施策の推進」再掲事業 A

　１歳６カ月健康診査等で、心身の発達の遅れや育児不安など
で支援が必要な母子を対象に、関係機関と連携した遊び方教
室を開催し、障がい児施策の推進を図った。
　【目標】　事業実施回数　１２回
　【実績】　事業実施回数　１２回

223,202 保健医療課

① 14 カズモ赤ちゃんの駅認定事業 A

　妊婦や子ども連れの保護者が気軽に外出できる環境づくりの
ため、子育て設備の一定基準を満たした施設等をカズモ赤ちゃ
んの駅として認定し、子育て支援を推進した。
　【目標】　認定施設数　１８箇所
　【実績】　認定施設数　１７箇所

- 子育て支援課

① 15

病児保育事業
（地域こども・子育て支援事業）
※基本目標⑧「仕事と子育ての両立支援」再掲事
業

A

　病中または、病気の回復期にあるお子さんを就労などのた
め、家庭で保育できない保護者にかわり一時的に保育し、仕事
と子育ての両立を支援した。
　【目標】　延利用人数　３６人
　【実績】　延利用人数　１３人

2,809,846 子育て支援課

② 16
幼児教育・保育事業
※基本目標⑧「仕事と子育ての両立支援」再掲事
業

A

　認可保育所・小規模保育事業所において、保護者の就労等
の理由により、保育の必要な幼児・児童を受け入れ、保育環境
の充実を図った。
　幼稚園においても、義務教育及びその後の教育の基礎を培う
ものとして、幼児を保育し、幼児の健やかな成長を助長するた
めに、幼児教育・保育のサービスの充実を図った。
・保育所入所児童人数
　【目標】 ２４０人　　【実績】 ２０２人（４月１日）
・幼稚園入園児童人数
　【目標】 １２９人　　【実績】 １１１人（４月１日）
・待機児童数
　【目標】 ０人　　【実績】 ０人

438,094,834 子育て支援課

② 17

障がい児保育事業
※基本目標⑧「仕事と子育ての両立支援」再掲事
業
※基本目標⑯「障がい児施策の推進」再掲事業

A

　障がいをもつ子どもが安心して保育サービスを受けられるよ
う、保育所・幼稚園が加配する人件費を一部補助し、環境整備
に努めることで保育サービスの充実を図った。
　【目標】　－
　【実績】　加配補助実績額　８，３０７千円

8,306,944 子育て支援課

② 18
延長保育事業
（地域子ども・子育て支援事業）
※基本目標⑧「仕事と子育ての両立支援」再掲事
業

　保育認定を受けた子どもについて、通常の利用日及び利用
時間以外の日及び時間において、保育所等で保育を実施し、
保育サービスの充実を図るものである。利用実態がないため、
評価対象外とする。
　【目標】　－
　【実績】　利用延人数　０人

- 子育て支援課

② 19 小規模保育事業 A

　認可保育所より少人数の単位（定員１９人）で、０歳から２歳ま
での子どもを対象に、家庭的保育に近い雰囲気のもと、きめ細
かな保育を行う小規模保育事業所を、令和元年１２月から、ＮＰ
Ｏ法人の設置・運営により実施している。
・入所児童人数
　【目標】 １９人　　【実績】 １５人（４月１日）

子育て支援課

② 20
幼児教育の無償化
※基本目標⑧「仕事と子育ての両立支援」再掲事
業

A

　３歳から５歳までの幼稚園、保育所の利用料（保育料）を令和
元年１０月から無償化を実施（０歳から２歳までの住民税非課
税世帯も対象となる）。
・保育所入所児童人数（４月１日）
　【目標】 ２４０人　　【実績】 ２０２人
・幼稚園入園児童人数（４月１日）
　【目標】 １２９人　　【実績】 １１２人

子育て支援課

※②19、②20、

②21含む

※②22、⑯94

含む

※②16に記載

うち実績

61,545,840円

※②16に記載
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② 21

多子世帯保育所保育料軽減支援
事業
※基本目標⑧「仕事と子育ての両立支援」再掲事
業
※R６より、「多子世帯保育所保育料無償化事業」

A

　同一世帯で複数の未就学児が保育所を利用している場合に
おいて、３歳児未満で、かつ、保育料の算定で第２子として取り
扱う児童の保育所保育料を無料化することによって、子育てに
関する経済的負担の軽減を図るとともに、女性の社会進出に
伴う子育てと仕事との両立が図られるよう、保育所を利用しや
すい環境を整えた。
　【目標】　－
　【実績】
　【Ｒ５】　軽減対象児童数　４５人
　【Ｒ６】　軽減対象児童数　６７人

子育て支援課

② 22 保育士等加配補助金 A

　障がい児等の受入れを行い、国の基準以上に保育士等を配
置する認可保育所・幼稚園に対し、保育士等の配置に係る費
用の一部を補助することにより、円滑な施設運営と児童の健全
育成を図った。
　【目標】　補助対象事業所　４箇所
　【実績】　補助対象事業所　４箇所

子育て支援課

② 23 保育士確保対策助成事業 A

　保育士資格を有する者が就職に必要な費用又は保育士養成
学校に入学し、保育士資格の取得を目指す学生の入学に必要
な費用について、留萌萌幼会が実施する貸付事業に対し市が
上乗せで助成を行い、市内の認可保育所に正職員の保育士と
して５年間従事した場合において貸付金を免除することで、保
育士資格を持つ保育人材の確保を図る事業である。
　【目標】　助成件数　３件
　【実績】　助成件数　１件

200,000 子育て支援課

② 24
保育士に係る保育所利用者負担額
免除事業
※R5より、市外の方も対象

A

　市内の認可保育所に０歳児から２歳児までの児童を入所さ
せ、当該保護者が市内の認可保育所に正職員の保育士として
勤務する場合において、入所する児童の保育料を全額免除す
ることにより、保育士の働きやすい環境を整え、保育事業所に
おける保育人材の確保を図った。
　【目標】　保育料免除件数　２件
　【実績】　保育料免除件数　２件

104,450 子育て支援課

③ 25
確かな学力の向上を目指す教育の
推進 B

　令和６年度全国学力・学習状況調査の結果については、中学
校の全ての教科（国語・数学）で全国平均を下回ったものの、小
学校では全ての教科（国語・算数）で全国平均を上回ったことか
ら、児童生徒の実態に応じた指導の工夫や改善により、確かな
学力の向上を図り、学校教育環境の充実を図ることができた。
・全国平均以上の教科数
　【目標】　前年度以上（Ｒ５　０％）
　【実績】　５０％

- 教育政策課

③ 26 ICTを活用した情報教育の推進 A

　GIGAスクール構想に基づく端末やネットワーク整備を行うとと
もに、ＩＣＴ機器（パソコン等）・校内ＬＡＮなどの活用した教育の
質の向上と、情報活用能力の育成を図った。
・小・中学校におけるＩＣＴ機器を活用した授業づくりに対する満
足度　※保護者アンケート
　【目標】　前年度以上（R５　８１．０％）
　【実績】　８１．２％

- 教育政策課

③ 27 総合的な学習時間 A

　小・中学校における総合的な学習時間において、自然体験学
習や職場体験学習などを実施することにより児童生徒の主体
性、資質、能力の向上を図った。
　【目標】　事業実施校　７校
　【実績】　事業実施校　７校

- 教育政策課

③ 28
特別支援教育（特別支援教育支援
員配置事業）
※基本目標⑯「障がい児施策の推進」再掲事業

B

　特別な支援が必要な児童生徒への「特別支援教育」に積極的
に取り組み、教育的配慮が必要な学校に特別支援教育支援員
を１３名配置し、学習活動や学校生活上のきめ細やかな対応・
指導を図るとともに、特別支援教育連携協議会等により特別支
援教育のより一層の充実を図った。
（令和６年度より特別支援教育支援員と小中学校学習補助員
配置事業を統合し、事業名を学習アシスタント配置事業に変
更）
・子どもの発達の特性に応じた学びの支援に対する満足　※保
護者アンケート
　【目標】　前年度以上（Ｒ５　７９．７％）
　【実績】　７４．６％

44,374,272 教育政策課

③ 29
スクールカウンセラー、スクール
ソーシャルワーカーの配置 B

　いじめや不登校など、児童生徒の問題行動の早期発見・対応
のため、専門知識を有するスクールカウンセラー、スクール
ソーシャルワーカーを配置し、家庭への訪問指導等を実施し、
家庭地域と学校の連携の支援を図った。
・子どもの心に寄り添う相談体制の充実に対する満足度　※保
護者アンケート
　【目標】　前年度以上（R５　７２．２％）
　【実績】　６１．９％

518,960 教育政策課

※②17に記載

※②16に記載
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③ 30 通学区域の弾力的運用 B

　いじめや不登校への対応、通学の利便性や家庭の事情な
ど、様々な状況に配慮した通学区域の変更についての弾力的
な運用により、学校教育環境の充実を図った。
・子どもの心に寄り添う相談体制の充実に対する満足度　※保
護者アンケート
　【目標】　前年度以上（R５　７２．２％）
　【実績】　６１．９％

- 教育政策課

③ 31 コミュニティ・スクール A

　小・中学校の学校運営に関して幅広い意見を求めるとともに、
より一層地域全体で子どもたちの成長を支える学校と地域の連
携・協働体制の構築・強化に向けた取り組みを進めた。
・コミュニティ・スクールの導入に対する満足度　※保護者アン
ケート
　【目標】　前年度以上（Ｒ５　６９．６％）
　【実績】　７３．５％

- 教育政策課

③ 32 小中学校の適正規模化 B

　小中学校の適正規模化は、市内のほとんどの学校が標準的
な学校規模に満たない状況であることから、「留萌市立小中学
校の適正規模等に関する基本方針」に基づき、子どもたちの望
ましい教育環境の整備に努めている。
・子どもにとって望ましい教育環境の維持に対する満足度　保
護者アンケート
　【目標】　前年度以上（Ｒ５　６２．０％）
　【実績】　６６．３％

- 教育政策課

③ 33 奨学資金の貸付 A

　留萌市奨学基金条例に基づき、教育の機会均等等の趣旨に
沿って、能力があるにもかかわらず経済的理由によって就学困
難なものを留萌市奨学生として選考し、奨学金を貸し付けるこ
とにより、学校教育環境の整備を図った。
　【目標】　－
　【実績】　５名（Ｒ５　５名）

984,000 教育政策課

③ 34 教育扶助（就学援助）事業 A

　経済的理由により就学が困難であると認められる児童生徒の
保護者に対し、学用品費、修学旅行費、給食費などを援助する
ことにより、学校教育環境の整備を図った。
・学校生活にかかる費用の経済的な支援に対する満足度　※
保護者アンケート
　【目標】　前年度以上（Ｒ４　６９．６％）
　【実績】　７１．３％

15,642,965 教育政策課

③ 35 英語指導助手配置事業 A

　本計画に基づく中学校の英語授業及び小学校における５・６
年生の英語の教科化や、３・４年生の外国語活動を補助するた
め、外国語指導助手（ＡＬＴ）２名を配置することにより、直接生
きた英語を学び、英会話能力等を高め、学校教育環境の整備
を図った。
　【目標】　ＡＬＴ配置　２名
　【実績】　ＡＬＴ配置　２名
　希望のあった保育園、児童センターへ、ALTの派遣を行った。
　【目標】　－
　【実績】　派遣　保育園１か所、児童センター（夏休み・冬休み
中）

8,931,929 教育政策課

③ 36 小中学校学習補助員配置事業 B

　「小1プログレム」「中１ギャップ」への対応策として、小中学校
に学習補助員を配置するほか、学力の定着を目的として中学
校に学習補助員を増員配置し、学校生活における児童生徒の
生活支援や授業中の学習支援補助を行い、学校教育環境の
充実を図った。
（令和６年度より特別支援教育支援員と小中学校学習補助員
配置事業を統合し、事業名を学習アシスタント配置事業に変
更）
・少人数・習熟度別学習等の取り組みに対する満足度　※保護
者アンケート
　【目標】　前年度以上（Ｒ５　７９．７％）
　【実績】　７８．５％

44,374,272 教育政策課

④ 37
子育てガイドポケット、子育て支援
ネット「はーもにぃ」 B

　地域の子育てに関する様々な情報を掲載した子育てガイドポ
ケットや、子育て支援ネット「はーもにぃ」を市ホームページに掲
載し、情報提供の充実を図った。

-
子育て支援課
（支援センター）

④ 38 家庭児童相談室
※基本目標⑭「児童虐待防止の推進」再掲事業 A

　いじめ、虐待、しつけなど、子育てのあらゆる問題に対応でき
るよう、引き続き、家庭児童相談室に家庭児童相談員を配置
し、児童相談所等の関係機関と連携した相談体制の充実を
図った。
　また、引き続き主査を配置し、多様化する家庭内の問題や相
談に総合的に対応した。

128,175 子育て支援課
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④ 39 教育相談電話 B

　家庭や学校生活における悩みなどに対する相談を受けるた
め、相談電話を設置し、相談体制の充実を図った。
・子どもの心に寄り添う相談体制の充実に対する満足度　※保
護者アンケート
　【目標】　前年度以上（Ｒ５　７２．２％）
　【実績】　６１．９％

- 教育政策課

④ 40
母子健康相談
※基本目標⑤「母子保健・医療体制の充実」再掲
事業

A

　母子及び妊婦に対して、保健福祉センターを活用し、家庭に
おける健康管理、発育や発達段階にあわせた栄養指導など、
育児に関しての適切な助言・指導により相談体制の充実を図っ
た。
　【目標】　事業実施回数　１２回
　【実績】　事業実施回数　１２回

- 保健医療課

⑤ 41

母子健康手帳の交付と保健指導
※基本目標⑧「仕事と子育ての両立支援」再掲事
業
※基本目標⑩「次代の親の育成」再掲事業

A

　母と子の健康を守るために「母子健康手帳」を交付し、保健指
導を行うとともに、父親には「父子健康手帳」を配布して、父親
の育児参加を推進した。また、近年外国人の妊婦が増えてきて
いるため、外国語版の母子健康手帳も交付した。
・母子健康手帳配布冊数
　【目標】 ７０冊　　【実績】 ６７冊
・父子健康手帳配布冊数
　【目標】 ７０冊　　【実績】 ６７冊

41,006 保健医療課

⑤ 42 妊産婦・新生児・乳幼児訪問事業 A
　個別に支援が必要な人を対象に、家庭訪問を実施し、健康を
維持しながら安心して妊娠、出産、育児ができるよう支援した。
　【目標】　年間延訪問件数　２００件
　【実績】　年間延訪問件数　２６８件

- 保健医療課

⑤ 43 予防接種 A
　予防接種法に基づき、伝染の恐れのある疾病の発生や蔓延
を防止するため、予防接種を行い、母子保健の充実を図った。
　【目標】　予防接種受診勧奨率　１００％
　【実績】　予防接種受診勧奨率　１００％

25,916,578 保健医療課

⑤ 44 乳幼児健康診査 A

　生後４カ月、９カ月の乳児及び１歳６カ月と３歳の幼児を対象
に、健康診査を行い、母子保健の充実を図った。未受診者に
は、訪問等で対応した。
　【目標】　乳幼児健診受診率　100％
　【実績】　乳幼児健診受診率　91.5％

1,822,352 保健医療課

⑤ 45
フッ化物塗布・洗口事業及び歯科
検診 A

　１歳６カ月以降の幼児を対象に、フッ化物塗布事業を、１歳６
カ月児及び３歳児健康診査において、歯科検診を実施し、母子
保健の充実を図るとともに、幼稚園・保育所・小中学校では、
フッ化物洗口を行い、う歯予防を図った。
・フッ化物塗布事業実施回数
　【目標】 １２回　　【実績】 １２回
・フッ化物洗口事業延日数
　【目標】 ８９０日　　【実績】 ６７３日
・小学校及び中学校におけるフッ化物洗口事業実施回数
　【目標】 各校２２回　　【実績】 各校４１回

180,840
保健医療課
教育政策課

⑤ 46 新生児聴覚検査費助成事業 A
　新生児聴覚検査の費用を助成することにより、聴覚障害の早
期発見と適切な療育へと導く受診環境の支援を図った。
　【目標】助成件数　９０件
　【実績】助成件数　５５件

332,000 保健医療課

⑤ 47 不妊治療費助成事業 A

　令和４年４月１日から不妊治療は保険適用となったものの、
不妊治療にかかる先進医療は全額自己負担であり、治療費も
高額となることから、治療医及び交通費の一部を助成すること
により経済的な負担が軽減され少子化対策の充実を図った。
　【目標】　－
　【実績】　助成件数　４件

138,232 保健医療課

⑤ 48 母子保健推進員 A

　留萌市母子保健推進員設置規則に基づき、母性並びに乳
児・幼児の健康の保持・増進に寄与する、母子保健推進員の
協力により、母子保健の充実を図った。
　【目標】　母子保健推進員人数　２４名
　【実績】　母子保健推進員人数　２３名

115,000 保健医療課

⑤ 49 小児・産婦人科医療体制の充実 A
　妊婦や乳幼児・児童が地域で安心して医療を受けられるよう
に医療体制の充実を図った。
　また、道補助を活用し、小児救急医療を支援した。

14,219,000
保健医療課
市立病院

⑥ 50 離乳食教室・おやつ教室 A

　乳幼児をもつ親を対象に、乳幼児期の離乳食や食習慣を身
につけるための教室を開催し、食の普及を図った。離乳食教室
に関しては、別の事業に包含し、これまで同様の回数を実施し
た。
　【目標】　事業実施回数　４回
　【実績】　事業実施回数　４回

4,674 保健医療課
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⑥ 51 親子料理教室 B

　小学生の親子を対象に、「食生活改善推進員協議会」との共
催により、食に関する講話や調理実習などを行い食育の推進
を図る予定だったが、申し込みがなく実施には至らなかった。夏
休み終了間際の開催予定だったため、今後実施時期を検討し
て実施したい。
　【目標】　事業実施回数　１回
　【実績】　事業実施回数　０回

11,063 保健医療課

⑥ 52 栄養教諭による食育指導の実施 B
　成長過程にある児童生徒に対し、教育活動の一環として、「食
育」についての実践的な指導を行い、食育の推進を図った。
　【目標】　食育指導回数　３０回
　【実績】　食育指導回数　２７回

-
教育環境推進担当

（給食センター）

⑥ 53 学校給食地元食材活用事業
　令和６年度は、事業としては未実施。（予算なしのため評価対
象外とする）

-
教育環境推進担当

（給食センター）

⑥ 54 かずの子給食事業 A

　留萌の伝統的な食文化であるかずの子に慣れ親しんでもらえ
るよう、かずの子給食を実施した。
　【目標】　事業実施回数　２回
　【実績】　事業実施回数　２回
　かずの子への理解を深めるために、各校の総合的な学習等
でかずの子を活用した授業を実施した。
　事業実施回数　１回（目標 １回）

-
教育政策課

教育環境推進担当

⑥ 55 子どもの食農教育推進事業 B

　小学生が留萌市食農教育推進協議会が実施する田植えや稲
刈り体験等を通じて、農業への関心や食と農業のつながり、食
を支える農業の役割について理解を深めた。
　【目標】　体験学習実施校　４校
　【実績】　体験学習実施校　４校

291,610 教育政策課

⑥ 56 食育推進事業 A

　　「第3次留萌市食育推進計画」に基づき、農業や水産を身近
に感じ、地元食材への興味・関心や食の大切さを親子で学ぶこ
とを目的とした体験事業（寺子屋るもいっ子事業）を実施し、食
育推進・愛郷心の育成につなげた。
　【目標】事業実施回数　３回
　【実績】事業実施回数　３回

農林水産課

⑦ 57 公園施設長寿命化事業 A

浜中運動公園などの大規模公園については更新が必要
な施設が多いことから、　「留萌市公園施設長寿命化計
画」を変更し、次年度以降の事業内容について見直しを行
う。
【目標】－
【実績】公園施設長寿命化点検計画策定業務 １式

8,272,000 都市整備課

⑦ 58 屋内交流・遊戯施設 A

　　「留萌市道の駅基本計画」に基づき、子どもの遊び場づくり
や子育て世帯を支援する環境づくりを進め、全天候型の遊具ス
ペースを備え、親子での滞在がより豊かになるよう、子どもたち
の活動が見えやすいカフェ機能なども併設した屋内交流・遊戯
施設の整備を行い、令和４年４月から供用を開始した。
　令和６年４月からは市民を対象とした利用料無償化など、市
民の子育て世代が利用しやすい施設を目指し、指定管理者と
連携して運営している。
・屋内交流・遊戯施設入込数
　【目標】 １８０，０００人　　【実績】 １７３，９５６人
・遊戯広場入込数
　【目標】 ２７，０００人　　【実績】 ２８，０３２人

指定管理事業
(道の駅るもい
全体に含む）

経済観光課

⑦ 59 スクールガードリーダー配置事業 C

　子どもたちが安全で安心して教育を受けられるよう、学校や
通学路における子どもの安全確保を図るため、警察官ＯＢをス
クールガードリーダーとして配置して、各学校を定期的に巡回し
警備のポイントや危険個所、改善すべき点などの指導と評価を
行っていたが、令和５年５月３１日で体調面を理由に退職し、後
任の確保に努めているが、令和６年度においても後任を確保す
ることができなかった。
・登下校中の子どもの安全対策に対する満足度　※保護者アン
ケート
　【目標】　前年度以上（Ｒ５　７８．５％）
　【実績】　７６．２％

- 教育政策課

⑦ 60 スクールバス運行事業 A

　統合となった小中学校の通学区域に居住する児童生徒の通
学の安全を確保し、安心して学校生活を送ることができるよう、
スクールバスを運行した。
　【目標】　対象児童生徒数　２３人
　【実績】　対象児童生徒数　２３人（Ｒ５　２３人）

19,739,687 教育政策課

※⑪82に記載

うち実績

61,545,840円
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⑦ 61 交通安全教室 B

　未就学児・児童を対象に、幼稚園、保育所、小学校等におい
て、交通安全教育指導員などによる交通安全教室を開催し、交
通安全意識の向上を図った。
　【目標】　交通安全教室実施数　２１回
　【実績】　交通安全教室実施数　２０回

4,570,190 総務課

⑨ 62 児童センター事業 A
　地域に密着した、子どもが安心して遊ぶことができる居場所と
して、児童センターを開設し、子どもの健全育成を図った。
　【目標】 児童センター年間延べ利用回数　３５，３８５回
　【実績】 児童センター年間延べ利用回数　３８，７８２回

16,638,922 子育て支援課

⑨ 63 児童手当支給事業 A
　児童を養育している保護者等に手当を支給し、次代の社会を
担う子どもの健全育成を図った。
　【計画】　児童手当支給延人数　１２，２１８人
　【実績】　児童手当支給延人数　１２，８９６人

151,615,000 子育て支援課

⑨ 64 青少年育成センター事業
※基本目標⑫「有害環境対策の推進」再掲事業 A

　青少年の非行防止対策として、青少年育成センターを設置
し、指導員等による市内定期巡回や祭典時の巡回などにより、
子どもの健全育成を図った。
　【目標】　補導件数　０件
　【実績】　補導件数　０件

170,770 子育て支援課

⑨ 65 青少年健全育成事業
※基本目標⑫「有害環境対策の推進」再掲事業 A

　青少年健全育成団体と連携し、異年齢児との交流や街頭啓
発活動などの事業を実施し、「青少年は地域から育む」という視
点に立ち、地域ぐるみで子どもたちの健全育成を図った。
　【目標】　青少年健全事業の延参加者数　　８２０人
　【実績】　青少年健全事業の延参加者数　　５７７人

1,442,000 子育て支援課

⑨ 66
こどもの日（児童福祉週間）記念事
業 B

　児童福祉週間にあわせて「ぼくの笑顔・わたしの笑顔展」を実
施し子どもたちの健全育成及びこどもまんなか児童福祉週間
のPRを行った。
　【目標】ぼくの笑顔・わたしの笑顔展開催回数　１回
　【実績】ぼくの笑顔・わたしの笑顔展開催回数　１回

- 子育て支援課

⑨ 67
青少年活動や対象事業の
公共施設利用料の減免 A

　スポーツセンターなどで、市内の団体が高校生以下の青少年
を対象として活動を行う場合の利用料を減免し、子どもの健全
育成を推進した。
　【目標】　１，４００件
　【実績】　１，０９０件

- 生涯学習課

⑨ 68 るもいチャレンジジュニアクラブ
（独自事業のため、評価対象外とする）

　たくましい体と健全な精神を養うことや異世代の交流を図るこ
とを目的に、小学生を対象に運動教室を開催し、子どもの健全
育成を図った。
　【目標】　１８回
　【実績】　１８回

- 生涯学習課

⑨ 69 各種スポーツ大会の開催 A

　健康増進のため、マラソン大会やビーチバレー、スポーツテス
ト会などのスポーツ活動を通じて子どもの心身の健全育成を
図った。
　【目標】　３回
　【実績】　３回

- 生涯学習課

⑨ 70 子どもたちの芸術鑑賞事業 A

　次代を担う子どもたちの豊かな感性や個性を育むために、優
れた舞台芸術の鑑賞の機会を提供し、子どもの健全育成を
図った。
　【目標】　１回
　【実績】　１回

741,040円 生涯学習課

⑨ 71 子どもたちの伝統文化体験事業 A

　古くから伝わる伝統文化を体験し、豊かな心を醸成するため、
茶道、華道、筝曲、和太鼓、俳句、詩吟、和食の各教室を開催
し、子どもの健全育成を図った。
　【目標】　３５回
　【実績】　２９回

632,034円 生涯学習課

⑨ 72 出前講座「留萌ふるさと学習」 A

　郷土資料に実際に触れることで、郷土の歴史を正しく理解し
てもらい、ふるさとへの愛着心を育むため、学芸員が出前講座
を行い、子どもの健全育成を図った。
　【目標】　４回
　【実績】　ふるさと館２回 　学校０回

- 生涯学習課

⑨ 73 子どもの体力アップ推進事業 A

　コオーディネーショントレーニング（ＣＯＴ）を通じて、子どもが
発達段階に応じて身に着けておくことが望ましい動きや身体を
操作する能力を習得し、心身ともに健康で健全な子どもたちの
成長を図った。
　【目標】　　９９回
　【実績】　　８１回

520,300 生涯学習課
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⑨ 74

民生委員、児童委員及び
主任児童委員
※基本目標⑬「子どもの権利・安全の確保」再掲事
業

A
　地域の身近な相談相手として、子どもの健全育成や保護を必
要とする子どもの地域での見守りなどを行い、子どもの健全育
成を図った。

2,258,855 社会福祉課

⑨ 75 「まちなか賑わい広場」活用事業 B

　展示会やサークル活動、小規模な催事など個人から団体ま
で気軽に利用できるスペースを提供し、まちなかの賑わいと幅
広い世代の交流の場を創出した。
　また、「商店街活性化事業」の一環として、留萌高校生と若手
経営者とのグループワークの場として「まちなか賑わい広場」を
活用し、グループワークの成果についても掲示をした。
　【目標】　延利用者数　　１５，０００人
　【実績】　延利用者数　　１２，９８６人

8,539,090 経済観光課

⑨ 76 いきいき水産学習開催事業 A
　市内小中学生を対象に、海や水産業に関する体験学習を開
催し、海や水産業に対する理解と関心・興味を深めた。
　【目標】　－
　【実績】　事業実施回数　１回

- 農林水産課

⑩ 77 思春期保健対策事業
　コロナ禍で事業は中止となったが、別の形で高校単独で
実施されていることから、今後の事業継続の必要性を再
考し、一旦休止とする。

- 保健医療課

⑪ 78 ＰＴＡ研究大会

　子どもを取り巻く教育の諸問題について研鑽を深め、ＰＴＡ活
動の活性化に資するため、ＰＴＡ連合会と協力して進め、家庭
や地域の教育力の向上を図るもの。
　【目標】　１回
　【実績】　０回

- 生涯学習課

⑪ 79 読書感想文コンクール A

　読書の感動を文章表現することを通して、豊かな人間性や考
える力を育み、自分の考えを表現する力を養うことを目的に、
読書感想文を学年別に募集し､優秀作品を表彰することによ
り、家庭や地域の教育力の向上を図った。
　【目標】　２７０人
　【実績】　３０４人

- 生涯学習課

⑪ 80 ブックスタート事業 A

　毎月１回、生後９カ月の乳児を対象にした健康診査時に、ブッ
クスタートパック（絵本等）を配布し、家庭や地域の教育力の向
上を図った。
　【目標】　８０人
　【実績】　５６人

-
生涯学習課
（図書館）

⑪ 81 おはなしの会の開催 A
　年齢別に「おはなし会」を開催し、読書の大切さと親子のふれ
あいの場を設け、家庭や地域の教育力の向上を図った。
　【目標】　５０回
　【実績】　５０回

-
生涯学習課
（図書館）

⑪ 82 寺子屋・るもいっこ事業 A

　地域や各団体と連携しながら、「るもいの宝」である子どもた
ちがふるさとを愛し、勉強や遊び、体験などを通じて自ら考え行
動し、将来の夢を育むことができるよう、地域や各団体と連携し
ながら「地域の学び舎」を開設した。
　【目標】　学習サポート５０回、体験事業１１回
　【実績】　学習サポート５０回、体験事業１３回

2,723,423円 生涯学習課

⑫ 83 立ち入り調査の実施 A

　青少年へ悪影響を及ぼす可能性のある有害環境に対して、
道や警察などと連携し、必要な立ち入り検査を実施するなど有
害環境対策の推進を図った。
　【目標】　立ち入り調査回数１５０回
　【実績】　立ち入り調査回数１４８回

148,000 子育て支援課

⑫ 84 安全で住みよいまちづくり B

　市と市民が協力して犯罪、事故などを防止し、明るく安全で住
みよいまちづくりの実現を図るため、安全意識の高揚と生活安
全の施策を推進した。
　【目標】　刑法犯発生件数　４１件以下
　【実績】　刑法犯発生件数　３７件

100,000 総務課

⑬ 85 児童の権利に関する条約の啓発 B

　「児童の権利に関する条約」の趣旨・内容の普及・啓発を図る
ため、パンフレットや冊子の配布や市ＨＰに掲載し、子どもの権
利の確保を図るもの
　【目標】　事業啓発回数　２回
　【実績】　事業啓発回数　１回

－ 子育て支援課

⑬ 86 旗の波運動 A

　ドライバーに対する交通事故防止、交通安全意識の向上を図
り、子どもの安全を確保する為、交通安全運動期間中に、旗の
波運動と市内幼稚園・保育園による街頭啓発を実施した。
　【目標】市内幼稚園・保育園による旗の波運動　３園以上
　【実績】市内幼稚園・保育園による旗の波運動　４園

4,570,190 総務課
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⑭ 87 要保護児童対策地域協議会
（地域子ども・子育て支援事業） B

　要保護児童の適切な支援を図るため、留萌市要保護児童対
策地域協議会において、個別ケース検討会議等を開催するな
ど、関係機関と連携、情報共有しながら、児童虐待防止の推進
を図った。また、「留萌市子ども虐待防止・対応マニュアル」の
更新を行い、関係機関が共通認識を持って対応、虐待予防に
取り組めるように情報共有を行った。
　【目標】　－
　【実績】　開催回数　３２回

－ 子育て支援課

⑭ 88
児童虐待予防ケアマネージメント
システム事業 A

　乳児健康診査などを活用して、保健所等と連携し、育児困難
や虐待の可能性があるなど、支援が必要な家庭の早期発見及
び適切な支援体制の構築を図り、児童虐待の発生防止を図っ
た。
　【目標】　事業実施回数　　６回
　【実績】　事業実施回数　　６回

- 保健医療課

⑮ 89 母子・父子自立支援員 A

　母子・父子自立支援員を配置し、相談内容に応じて必要な
様々な情報提供や指導・助言を行い、ひとり親家庭等への自立
支援を推進した。
　【目標】　児童扶養手当受給者の就労割合　９１．８％
　【実績】　児童扶養手当受給者の就労割合　９１．７％

- 子育て支援課

⑮ 90 児童扶養手当支給事業 A

　父母の離婚などで、父又は母と生計を同じくしていない児童
が育成される家庭の生活の安定と自立促進及び児童福祉の増
進を目的に児童の養育者に手当を支給し、ひとり親家庭等の
自立支援を推進した。
　【目標】　児童扶養手当受給者の就労割合　９１．８％
　【実績】　児童扶養手当受給者の就労割合　９１．７％

77,132,620 子育て支援課

⑮ 91 ひとり親家庭等医療給付事業 A

　保護者及び児童の健康保持のため、北海道医療給付事業補
助要綱に基づき、ひとり親に対し、医療費の助成を行い、ひとり
親家庭等への自立支援を促進した。
　【目標】
　　ひとり親家庭等一人当たりの助成件数　５．０件以上
　【実績】
    ひとり親家庭等一人当たりの助成件数　６．９件
　　（年間延助成件数2,867件　助成対象者数415人）

7,699,075 市民課

⑯ 92 子ども発達支援センター A

　心身に障がいや発達に遅れのある幼児及びその保護者が地
域で安心して暮らすことができるよう、幼児期からの適切な療
育、保護者支援等を行うことを目的に、５事業（放課後等デイ
サービスは休止中）を実施した。
　【目標】　通所利用見込み児童数　　 　 １４０人
　【実績】　在籍児童数（３月３１日現在）　１３５人

7,314,585
子ども発達

支援センター

⑯ 93 ことばの教室（幼児・小学生） B

　言葉の発達の遅れや構音障がいがある幼児・小学生の言葉
の発達のために、留萌小学校及び東光小学校に「ことばの教
室」を設置し、障がい児施策の推進を図った。
・子どもの発達の特性に応じた学びの支援に対する満足　※保
護者アンケート
　【目標】　前年度以上（Ｒ５　７９．７％）
　【実績】　７４．６％

112,173
子育て支援課
教育政策課

⑯ 94 障がい児養育支援事業 A
　児童センターにおいて、障がい児受入のため、必要な指導員
を配置し、障がい児施策の推進を図った。
　【目標】障がい児養育支援員配置人数　５人
　【実績】障がい児養育支援員配置人数　５人

子育て支援課

⑯ 95 難聴児補聴器購入等助成事業 B

　身体障害者手帳の交付対象とならない軽度・中度の難聴児を
対象に補聴器の購入費等を助成し、障がい児施策の推進を
図った。
　【目標】助成人数　１人
　【実績】助成人数　０人（申請なし）

- 社会福祉課

⑯ 96 重度心身障害者医療給付事業 A

　心身障がい者世帯の健康増進及び経済的な負担軽減を図る
ため、北海道医療給付事業補助要綱に基づき、重度心身障が
い者に対し、医療費の助成を行い、障がい児施策の推進を
図った。
　【目標】
　　重度心身障害者一人当たりの助成件数　１８．０件以上
　【実績】
　　重度心身障害者一人当たりの助成件数　１８．２件
　　（年間延助成件数　8,433件　助成対象者数　464人）

34,317,009 市民課

⑯ 97 特別児童扶養手当支給事業 A

　重度の障がいの状態にあり、日常生活において常時介護を
必要とする２０歳未満の障がい児を監護等する父母又は養育
者を対象に手当を支給し、障がい児施策の推進を図った。
　【目標】　－
　【実績】　延支給件数　６１人（令和５年度　延６０人）

3,946 社会福祉課

※②17に記載

9/10



評
価

事業実績
事業

決算額
(円)

所管課

基
本
目
標

番
 

号
具体的事業名

令和６年度

⑯ 98
小児慢性特定疾患児日常生活用
具給付事業 B

　小児慢性特定疾患児に対し、特殊寝台等の日常生活用具を
給付することにより、障がい児施策の推進を図った。
　【目標】給付人数　１人
　【実績】給付人数　０人（申請なし）

- 社会福祉課

⑰ 99 子どもの学習支援事業 B
　生活困窮世帯に属する子どもに対して学習支援などを行い、
子どもの健全育成と学力の向上を図った。
　【目標】学習支援児童数　１人
　【実績】学習支援児童数　０人（対象者なし）

- 社会福祉課

⑰ 100 青少年問題協議会 A

　青少年の指導、育成、保護及び矯正に関する総合的施策の
適切な実施のために、関係機関の必要な連絡調整を図るととも
に、情報通信機器の普及によるインターネットトラブルや少年非
行等の概況、各機関における取組状況についても情報共有を
行った。
　【目標】　－
　【実績】　協議会開催回数　１回

10,980 子育て支援課

そ
の
他

101 子育て短期支援事業
（地域子ども・子育て支援事業）

　保護者の疾病等の理由により、家庭において養育を受けるこ
とが一時的に困難となった児童について、児童養護施設等に
入所させ、必要な保護を行う。
　なお、対象となる施設が設置されていないため、里親制度の
活用の可能性など、調査・研究をしていく。

- 子育て支援課

そ
の
他

102
実費徴収に係る補足給付を行う事
業
（地域子ども・子育て支援事業）

　保護者の世帯所得を勘案して、特定教育・保育施設等に対し
て保護者が支払うべき日用品、文房具その他の教育・保育に
必要な物品の購入に要する費用又は行事への参加に要する費
用等を助成するもの。
　国が示す対象範囲と上限額に基づき、低所得者に対しての公
費による負担軽減について、調査・研究をしていく。

- 子育て支援課

そ
の
他

103
多様な主体が本制度に参入するこ
とを促進するための事業
（地域子ども・子育て支援事業）

　特定教育・保育施設等への民間事業者の参入の促進に関す
る調査研究や、その他の多様な事業者の能力を活用した特定
教育・保育施設等の設置又は運営を促進する。
　なお、令和元年１２月から、ＮＰＯ法人の設置・運営による小
規模保育事業所を実施している。

- 子育て支援課

※基本目標⑧「仕事と子育ての両立支援」の具体的事業はすべて再掲事業で構成されております。
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事業成果目標
事業

予算額
(円)

① 1 地域子育て支援拠点事業
（子育て支援センター事業）

【目標】　子育て支援センター年間延利用人数　　５，１０１人 539,000
子育て支援課

（支援センター）

① 2

利用者支援事業

（地域子ども・子育て支援事業）
※基本目標④「情報提供・相談体制の充実」再掲事
業

　教育・保育や地域の子育て支援事業の情報提供及び相談助
言を行うとともに、関係機関との連絡調整を図る。また、子育て
世代包括支援センターとして、妊娠期から子育て期への切れ
目ない支援を図っていく。
【目標】　設置か所　２か所

-
子育て支援課

（支援センター）
保健医療課

① 3 妊婦等包括相談支援事業
（地域子ども・子育て支援事業）

【目標】　面談回数　２１３回/年 - 保健医療課

① 4 妊婦のための支援給付 【目標】　給付延人数　１５０人 9,045,000 保健医療課

① 5 親子ひろば事業
【目標】
　未就学児童の子育て支援センター及び
　児童センター年間延利用回数　６，７８０回

子育て支援課
（支援センター）

① 6
ファミリー・サポート・センター事業

（地域子ども・子育て支援事業）
※基本目標⑧「仕事と子育ての両立支援」再掲事業

【目標】　年間延利用者数　４１８人 7,627,000 子育て支援課

① 7 一時預かり事業
（地域子ども・子育て支援事業）

【目標】
　幼稚園における一時預かり年間延利用人数　１０，０６５人

7,287,000 子育て支援課

① 8 産後子育てサポート事業 【目標】　年間延利用者数　１６名（前年以上） 102,000 子育て支援課

① 9 乳幼児全戸訪問事業
（地域子ども・子育て支援事業）

【目標】　年間延べ訪問件数　７１件 209,000
子育て支援課

（支援センター）

① 10
養育支援訪問事業

（地域子ども・子育て支援事業）
※基本目標⑯「障がい児施策の推進」再掲事業

【目標】　養育支援対象者数　２０名
子育て支援課
保健医療課

① 11 子ども（乳幼児等）医療費助成事業 【目標】　乳幼児等一人当たりの助成件数　１０．０件以上 61,585,000 市民課

① 12

放課後児童健全育成事業（留守家庭
児童会）
（地域子ども・子育て支援事業）
※基本目標⑧「仕事と子育ての両立支援」再掲事業

【目標】　留守家庭児童会登録児童数　１９４人 13,071,000 子育て支援課

① 13 地域組織活動
（母親クラブ活動費補助金）

【目標】　サポートクラブ会員数　３００名 1,134,000 子育て支援課

① 14

妊婦健康診査（妊婦健康診査受診票

等の発行）

（地域子ども・子育て支援事業）

【目標】　妊婦健康診査延受診人数　９９４名 7,096,000 保健医療課

① 15 遊び方教室
※基本目標⑯「障がい児施策の推進」再掲事業

【目標】　事業実施回数　１２回 296,400 保健医療課

① 16 カズモ赤ちゃんの駅認定事業 【目標】  認定施設数　１７箇所 - 子育て支援課

① 17
病児保育事業
（地域こども・子育て支援事業）
※基本目標⑧「仕事と子育ての両立支援」再掲事業

【目標】　延利用人数　３６人 2,660,000 子育て支援課

　第３期子ども・子育て支援計画
　具体的事業進捗状況等管理表

基
本
目
標

番
 

号
具体的事業名

令和７年度
所管課

※①1に記載

※①8に記載

※①5を含む

※①10を含む

資料１③
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事業成果目標
事業

予算額
(円)

基
本
目
標

番
 

号
具体的事業名

令和７年度
所管課

① 18
病児保育医師連絡書文書作成料助
成金
※基本目標⑧「仕事と子育ての両立支援」再掲事業

【目標】　延利用人数　３６人
※①17と同数

165,000 子育て支援課

② 19 幼児教育・保育事業
※基本目標⑧「仕事と子育ての両立支援」再掲事業

【目標】
 保育所入所児童人数　２５０人
 幼稚園入園児童人数　　７７人
 待機児童数　０名

446,940,000 子育て支援課

② 20
障がい児保育事業
※基本目標⑧「仕事と子育ての両立支援」再掲事業
※基本目標⑯「障がい児施策の推進」再掲事業

障がいをもつ子どもが安心して保育サービスを受けられるよ
う、保育所・幼稚園が加配する人件費を一部補助し、環境整備
に努め保育サービスの充実を図る。

9,951,000 子育て支援課

② 21
延長保育事業

（地域子ども・子育て支援事業）
※基本目標⑧「仕事と子育ての両立支援」再掲事業

　保育を実施している法人において、保育士の確保など体制
確保が可能になった段階で実施する。
　なお、保育短時間対象者においては、保育標準時間の範囲
内において延長保育を実施する。

970,000 子育て支援課

② 22 小規模保育事業 【目標】　入所児童人数　１９人 子育て支援課

② 23 多子世帯保育料無償化事業
※基本目標⑧「仕事と子育ての両立支援」再掲事業

　生計を同一にしている１８歳未満の子どものうち、最年長者
を第１子、その下の子を第２子と順にカウントし、第２子以降の
３歳児未満の無料化することによって、子育てに関する経済的
負担の軽減を図るとともに、女性の社会進出に伴う子育てと仕
事との両立が図られるよう、保育所を利用しやすい環境を整え
る。
【目標】　軽減対象児童数　６７人（前年実績以上）

20,023,000 子育て支援課

② 24 保育士等加配補助金 【目標】　補助対象事業所　４箇所 子育て支援課

② 25 保育士確保対策補助金 【目標】　助成件数　５件 1,432,000 子育て支援課

③ 26
確かな学力の向上を目指す教育の
推進

　全国学力・学習状況調査結果
【目標】　前年度以上

- 教育政策課

③ 27 ICTを活用した情報教育の推進
　小・中学校におけるＩＣＴ機器を活用した授業づくりに対する
満足度。※保護者アンケート
【目標】　前年度以上

- 教育政策課

③ 28 総合的な学習時間 【目標】　体験学習等に取り組む学校数　７校 - 教育政策課

③ 29
スクールカウンセラー、スクールソー
シャルワーカーの配置

　子どもの心に寄り添う相談体制の充実に対する満足度。
　※保護者アンケート
【目標】　前年度以上

1,296,000 教育政策課

③ 30 教育支援センター設置・運営事業 【目標】　不登校児童生徒数に対する教育支援センターの申込
者数（率）前年度以上

7,254,000 教育政策課

③ 31 通学区域の弾力的運用
　子どもの心に寄り添う相談体制の充実に対する満足度
　※保護者アンケート
【目標】　前年度以上

- 教育政策課

③ 32 コミュニティ・スクール
　コミュニティ・スクールの導入に対する満足度
　※保護者アンケート
【目標】　前年度以上

- 教育政策課

③ 33 小中学校の適正規模化
　子どもにとって望ましい教育環境の維持に対する満足度
　※保護者アンケート
【目標】　前年度以上

- 教育政策課

③ 34 奨学資金の貸付
　貸付条件を満たしている人で、真に必要としている人に
１００％貸付を行う。
【目標】　申し込みに対する貸付率１００％

教育政策課

③ 35 教育扶助（就学援助）事業
　学校生活にかかる費用の経済的な支援に対する満足度
　※保護者アンケート
【目標】　前年度以上

22,252,000 教育政策課

※②24を含む

※②19に記載

※②20に記載
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事業成果目標
事業

予算額
(円)

基
本
目
標

番
 

号
具体的事業名

令和７年度
所管課

③ 36 英語指導助手配置事業

　英語指導助手を２名配置する（８月から１名増員し、３名）。活
用方法、効果等を検証し、必要に応じ見直しを図りながら事業
を進めていくとともに、小・中学校の長期休業期間における、
保育園・幼稚園への派遣を継続する。

15,258,000 教育政策課

③ 37 るもいECタイム
　英語教育の充実に対する満足度
　※保護者アンケート
【目標】　前年度以上

11,620,000 教育政策課

③ 38 学習アシスタント配置事業
※基本目標⑯「障がい児施策の推進」再掲事業

　少人数・習熟度別学習等の取り組みに対する満足度
　※保護者アンケート
【目標】　前年度以上

48,233,000 教育政策課

④ 39 子育てガイド

　地域の子育てに関する様々な情報を掲載した子育てガイド
ポケットの内容を更新・充実し、子育て支援ネット「はーもにぃ」
を市ホームページに掲載し、情報提供の充実を図る。
【目標】周知人数　1,061人

-
子育て支援課

（支援センター）

④ 40 家庭児童相談室
※基本目標⑭「児童虐待防止の推進」再掲事業

　いじめ、虐待、しつけなど、子育てのあらゆる問題に対応でき
るよう、引続き家庭児童相談員を配置し、児童相談所等の関
係機関と連携した相談体制の充実を図る。また、引続き主査を
配置し、多様化する家庭内の問題や相談に総合的に対応す
る。

183,000 子育て支援課

④ 41 教育相談電話
　子どもの心に寄り添う相談体制の充実に対する満足度
　※保護者アンケート
【目標】　前年度以上

- 教育政策課

④ 42

母子健康・栄養相談
※基本目標⑤「母子保健・医療体制の充実」再掲事
業
※基本目標⑩「次代の親の育成」再掲事業

【目標】　事業実施回数　１２回 - 保健医療課

⑤ 43 母子健康手帳の交付と保健指導
※基本目標⑧「仕事と子育ての両立支援」再掲事業

【目標】
　母子健康手帳配布冊数　６０冊
　父子健康手帳配布冊数　６０冊

51,394 保健医療課

⑤ 44 妊産婦・新生児・乳幼児訪問事業 【目標】　年間延訪問件数　２００件 12,744 保健医療課

⑤ 45 予防接種 【目標】 予防接種受診勧奨率　１００％ 30,660,471 保健医療課

⑤ 46 乳幼児健康診査 【目標】　乳幼児健診受診率　１００％ 2,492,025 保健医療課

⑤ 47
フッ化物塗布・洗口事業及び歯科検
診

【目標】
　フッ化物塗布事業事業実施回数　１２回
　幼稚園及び保育園における
　フッ化物洗口事業延日数　７３６日
　小学校及び中学校における事業実施回数　２２回

181,000
保健医療課
教育政策課

⑤ 48 新生児聴覚検査費助成事業 【目標】　助成件数　７３件 494,000 保健医療課

⑤ 49 不妊治療費助成事業 【目標】　助成件数　８件 308,000 保健医療課

⑤ 50 母子保健推進員 【目標】　母子保健推進員人数　２４名 160,480 保健医療課

⑤ 51 小児・産婦人科医療体制  小児・産婦人科医療体制の維持 14,219,000
保健医療課
市立病院

⑤ 52 産後ケア事業 【目標】　事業延参加人数　６０人 3,674,000 保健医療課

⑥ 53 おやつ教室 【目標】　事業実施回数　１回 4,000 保健医療課

⑥ 54 親子料理教室 【目標】　事業実施回数　１回 22,000 保健医療課
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事業成果目標
事業

予算額
(円)

基
本
目
標

番
 

号
具体的事業名

令和７年度
所管課

⑥ 55 栄養教諭による食育指導の実施 【目標】　食育指導回数　３０回（小学校各クラス１回） - 教育環境推進担当

⑥ 56 学校給食地元食材活用事業 【目標】　食材使用回数　１２回 1,518,000 教育環境推進担当

⑥ 57 子どもの食農教育推進事業 【目標】　体験学習実施校　４校 509,000 教育政策課

⑥ 58 食育推進事業 【目標】　事業実施回数　３回 農林水産課

⑦ 59 公園施設長寿命化事業

　令和6年度に実施した公園施設の点検および健全度調査の
結果により、「留萌市公園施設長寿命化計画」を変更し、変更
した長寿命化計画を基に公園施設の改修を行い、公園施設に
起因する公園利用者被害を防止し、安心安全な公園を確保す
る。
（整備予定施設）
・浜中運動公園　：　テニスコート×1、四阿×1
・見晴公園　：　柵(テニスコート)×1
・ひまわり公園　：　複合遊具×1

- 都市整備課

⑦ 60 屋内交流・遊戯施設

　交通結節点に位置する道の駅の立地を活かし、留萌地域の
ゲートウェイとして、特産品の販売や地元食材を活用した商品
の提供など、利用者の快適性の向上や観光を始めとした地域
情報の発信、さらには親子や地域住民などが継続して利用し
たくなるような、くつろぎの空間を提供するため、指定管理者と
連携して運営をする。
　【目標】  屋内交流・遊戯施設入込数　１８０，０００人
　　　　　   遊戯広場入込数　　　　　　　　 ２７，０００人

指定管理事業
(道の駅るもい
全体に含む）

経済観光課

⑦ 61 スクールガードリーダー配置事業
　登下校中の子どもの安全対策に対する満足度
  ※保護者アンケート
【目標】　前年度以上

172,000 教育政策課

⑦ 62 スクールバス運行事業 【目標】　対象児童生徒数　２５人 21,030,000 教育政策課

⑦ 63 交通安全教室

　市民の交通安全意識・マナーの向上や関係団体と連携した
交通安全教室・街頭啓発について積極的な取組みを進めなが
ら、交通事故死者ゼロ、交通事故発生件数の減少(１０件以下)
を目指す。
【目標】　実施回数２１回

6,245,000 総務課

⑧ 64 学校給食費保護者負担軽減支援金

【目標】（対象となる児童生徒数）
　小学生　603人×支援額52円×年間給食数200日＝
6,271,200円
　中学生　353人×支援額61円×年間給食数200日＝
4,306,600円

10,577,800 教育環境推進担当

⑧ 65 学校給食費多子世帯無償化事業

【目標】（対象となる児童生徒数）
　小学生　59人×給食費322円×年間給食数200日＝
3,799,600円
　中学生　10人×給食費373円×年間給食数200日＝
746,000円

4,545,600 教育環境推進担当

⑨ 66 児童センター事業 【目標】
 小・中学生の児童センター年間延べ利用回数　３３，３９０回

19,546,000 子育て支援課

⑨ 67 児童手当支給事業 【目標】　児童手当支給延人数　１８，０５０人 248,850,000 子育て支援課

⑨ 68 青少年育成センター事業
※基本目標⑫「有害環境対策の推進」再掲事業

【目標】　補導件数　０件 191,000 子育て支援課

⑨ 69 青少年健全育成事業
※基本目標⑫「有害環境対策の推進」再掲事業

【目標】　青少年健全事業の延参加者数　８２０人 1,442,000 子育て支援課

⑨ 70
ぼくの笑顔・わたしの笑顔展（児童福
祉週間）

【目標】　ぼくの笑顔・わたしの笑顔展　１回 - 子育て支援課

※⑪83に記載

うち実績

61,545,840円
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事業成果目標
事業

予算額
(円)

基
本
目
標

番
 

号
具体的事業名

令和７年度
所管課

⑨ 71
青少年活動や対象事業の公共施設
利用料の減免

【目標】　減免延件数　１，1００件
　※R6とほぼ同数を見込む

- 生涯学習課

⑨ 72 各種スポーツ大会の開催 【目標】　事業実施予定回数　３回 - 生涯学習課

⑨ 73 子どもたちの芸術鑑賞事業 【目標】　事業実施予定回数　１回 1,107,000円 生涯学習課

⑨ 74 子どもたちの伝統文化体験事業 【目標】　事業実施予定回数　３５回 674,000円 生涯学習課

⑨ 75 出前講座「留萌ふるさと学習」
【目標】　事業実施予定回数　２回
　※ふるさと館１回、学校１回を見込む

- 生涯学習課

⑨ 76 子どもの体力アップ推進事業 【目標】　事業実施予定回数　99回 566,000円 生涯学習課

⑨ 77
民生・児童委員、主任児童委員
※基本目標⑬「子どもの権利・安全の確保」再掲事
業

　民生委員・児童委員、主任児童委員により、子どもたちの見
守りや健全育成に関する支援を行う。

2,272,000 社会福祉課

⑨ 78 まちなか賑わい広場

　まちなか賑わい広場の利用周知や魅力ある賑わい広場の創
出を図り、これまで利用したことがない方にも利用していただく
ことで、まちなかの賑わいと幅広い世代の交流の場を創出す
る。
【目標】　延利用者数　１５，０００人

8,602,000 経済観光課

⑨ 79 いきいき水産学習開催事業 【目標】　事業実施回数　１回 - 農林水産課

⑪ 80 読書感想文コンクール
【目標】　事業参加人数　３００人
　※R6とほぼ同数を見込む

- 生涯学習課

⑪ 81 ブックスタート事業 【目標】　配布人数　５０人
　※R6とほぼ同数を見込む

- 生涯学習課

⑪ 82 おはなしの会の開催 【目標】　実施回数　５０回
　※R6と同数を見込む

- 生涯学習課

⑪ 83 寺子屋・るもいっこ事業 【目標】
実施回数：学習サポート４５回、体験事業１１回、講習会２回

3,277,000円 生涯学習課

⑫ 84 立ち入り調査の実施 【目標】　立ち入り調査回数　１５０回 150,000 子育て支援課

⑫ 85 安全で住みよいまちづくり

　市と市民が協力し、犯罪や事故などを防止し、明るく安全で
住みよいまちづくりの実現を図るとともに、刑法犯発生件数の
減少(４０件以下)や、安全意識の高揚と生活安全の施策推進
を目指す。
【目標】　刑法犯発生件数　４０件以下

100,000 総務課

⑬ 86 児童の権利に関する条約の啓発

　「児童の権利に関する条約」の趣旨・内容の普及・啓発を図
るため、パンフレットや冊子の配布や市ＨＰに掲載し、子どもの
権利の確保を図るもの
【目標】　事業啓発回数　１回

- 子育て支援課

⑬ 87 旗の波運動

　ドライバーに対する交通事故防止、交通安全意識の向上を
図り、子どもの安全を確保する為、交通安全運動期間中に、
旗の波運動と市内認定こども園等による街頭啓発（３園以上）
を行う。
【目標】市内認定こども園等による旗の波運動　３園以上

6,245,000 総務課

⑭ 88 要保護児童対策地域協議会
（地域子ども・子育て支援事業）

　引続き要保護児童の適切な支援を図るため、留萌市要保護
児童対策地域協議会において、個別ケース検討会議等を開
催するなど、関係機関と連携、情報共有しながら、児童虐待防
止の推進を図る。
【目標】　－

- 子育て支援課

5/6



事業成果目標
事業

予算額
(円)

基
本
目
標

番
 

号
具体的事業名

令和７年度
所管課

⑭ 89
児童虐待予防ケアマネージメントシス
テム事業

【目標】　事業実施回数：６回 - 保健医療課

⑮ 90 母子・父子自立支援員 【目標】　児童扶養手当受給者の就労割合　９１．８％ - 子育て支援課

⑮ 91 児童扶養手当支給事業 【目標】　児童扶養手当受給者の就労割合　９１．８％ 80,104,000 子育て支援課

⑮ 92 ひとり親家庭等医療給付事業 【目標】　ひとり親家庭等一人当たりの助成件数　５．０件以上 8,126,000 市民課

⑯ 93 子ども発達支援センター

　心身に障がいや発達に遅れのある幼児及びその保護者が
地域で安心して暮らすことができるよう、関係機関との連携・協
力体制を深め、対象児童の個々の特性に応じた療育の充実を
図る。
【目標】　通所利用見込み児童数　１５０人

9,675,000
子ども発達

支援センター

⑯ 94 ことばの教室（幼児・小学生）
　子どもの発達の特性に応じた学びの支援に対する満足度
　※保護者アンケート
【目標】　前年度以上

167,000
子育て支援課
教育政策課

⑯ 95 障がい児養育支援事業 【目標】　障がい児養育支援員配置人数　５人 8,265,000 子育て支援課

⑯ 96 難聴児補聴器購入等助成事業 【目標】　助成人数　１人 139,000 社会福祉課

⑯ 97 重度心身障害者医療給付事業
【目標】
　重度心身障害者一人当たりの助成件数　１５．０件以上

40,053,000 市民課

⑯ 98 特別児童扶養手当支給事業 　制度に基づき特別児童扶養手当を適正に支給する。 - 社会福祉課

⑯ 99
小児慢性特定疾患児日常生活用具
給付事業

【目標】　助成人数　１人 104,000 社会福祉課

⑰ 100 子どもの学習支援事業
　生活困窮者世帯の子どもへの学習支援（週１回/人の個別
指導）を行い、子どもの健全育成と学力の向上を図る。
【目標】　学習支援児童数　１人

884,000 社会福祉課

⑰ 101 青少年問題協議会

　青少年の指導、育成、保護及び矯正に関する総合的施策の
適切な実施のために、関係機関の必要な連絡調整を図るとと
もに、情報通信機器の普及によるインターネットトラブルや子ど
もの貧困などの課題についても情報共有を進める。

34,000 子育て支援課

⑱ 102 子育て短期支援事業
（地域子ども・子育て支援事業）

　未実施事業のため、実施方策の調査・研究を行う。 - 子育て支援課

⑱ 103 実費徴収に係る補足給付を行う事業
（地域子ども・子育て支援事業）

　未実施事業のため、実施方策の調査・研究を行う。 - 子育て支援課

⑱ 104
多様な主体が本制度に参入すること
を促進するための事業
（地域子ども・子育て支援事業）

　未実施事業のため、実施方策の調査・研究を行う。 - 子育て支援課

⑱ 105 子育て世帯訪問支援事業
（地域子ども・子育て支援事業）

　未実施事業のため、実施方策の調査・研究を行う。 - 子育て支援課

⑱ 106 児童育成支援拠点事業
（地域子ども・子育て支援事業）

　未実施事業のため、実施方策の調査・研究を行う。 - 子育て支援課

※基本目標⑩「次代の親の育成」の具体的事業はすべて再掲事業で構成されております。
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   資料２① 

    

第３期留萌市子ども・子育て支援事業計画の 

変更 

 

１ 変更箇所 

６９～７０Ｐの「第３節 幼児期の教育・保育の量の見込みと供給の体制確

保」の「教育・保育の「量の見込み」と「確保対策」」の令和７年度から令和１１

年度の「①量の見込み」及び「②確保の内容」（利用定員）の人数 

 

２ 変更理由 

 計画策定時の量の見込みと現在の確保の内容に乖離が生じてきており、令和７

年４月３０日付けで「社会福祉法人留萌萌幼会」から「特定教育・保育施設等変

更届出書」により、次のように実態に即した利用定員に変更したい旨、届け出が

あったため。 

 

【社会福祉法人 留萌萌幼会】 

園名 
現利用 

定員 

 過去３年間の入所（希望）実績 見込  変更後 

利用定員 R5.4.1 R6.4.1 R7.4.1 R7.4.30 

沖見保育園 １００ １１３ ９４ ８７ ９０ ９０ 

みどり保育園 １２０  １２９ １２４ １１５ １１５  １２０ 

 

３ 変更箇所の新旧対照表 

 別紙のとおり 

 

４ 変更年月日 

 令和７年８月１日 

 

５ 今後の変更 

  「①量の見込み」（入所希望数）及び「②確保の内容」（利用定員）の人数につ

いて、令和８年度以降も同計画と乖離が生じる場合には、実態に即して随時見直

しを図っていく。 



 

別紙（６９～７０Ｐ） 

新 旧 

６９Ｐ 

 

項目 

令和７年度 

１号 ２号 ３号 

３-５歳 ３-５歳 ０歳 １歳 2歳 

①量の見込み 74 176 7 27 42 

②確保の内容 
特定教育・保育施設 96 184 11 24 35 

地域型保育事業 - - 6 6 7 

② - ① 22 8 10 3 0 

項目 

令和８年度 

１号 ２号 ３号 

３-５歳 ３-５歳 ０歳 １歳 2歳 

①量の見込み 63 151 11 30 38 

②確保の内容 
特定教育・保育施設 96 184 11 24 35 

地域型保育事業 - - 6 6 7 

② - ① 33 33 6 0 4 

項目 

令和９年度 

１号 ２号 ３号 

３-５歳 ３-５歳 ０歳 １歳 2歳 

①量の見込み 58 137 10 28 42 

②確保の内容 
特定教育・保育施設 96 184 11 24 35 

地域型保育事業 - - 6 6 7 

② - ① 38 47 7 2 0 

項目 

令和１０年度 

１号 ２号 ３号 

３-５歳 ３-５歳 ０歳 １歳 2歳 

①量の見込み 52 122 10 27 42 

②確保の内容 
特定教育・保育施設 96 184 11 24 35 

地域型保育事業 - - 6 6 7 

② - ① 44 62 7 3 0 

６９Ｐ 
 

項目 

令和７年度 

１号 ２号 ３号 

３-５歳 ３-５歳 ０歳 １歳 2歳 

①量の見込み 74 176 7 27 43 

②確保の内容 
特定教育・保育施設 93 187 14 29 37 

地域型保育事業 - - 6 6 7 

② - ① 19 11 13 8 1 

目 

令和８年度 

１号 ２号 ３号 

３-５歳 ３-５歳 ０歳 １歳 2歳 

①量の見込み 63 151 11 30 38 

②確保の内容 
特定教育・保育施設 93 187 14 29 37 

地域型保育事業 - - 6 6 7 

② - ① 30 36 9 5 6 

項目 

令和１０年度 

１号 ２号 ３号 

３-５歳 ３-５歳 ０歳 １歳 2歳 

①量の見込み 52 122 10 27 42 

②確保の内容 
特定教育・保育施設 93 187 14 29 37 

地域型保育事業 - - 6 6 7 

② - ① 41 65 10 8 2 

項目 

令和９年度 

１号 ２号 ３号 

３-５歳 ３-５歳 ０歳 １歳 2歳 

①量の見込み 58 137 10 28 42 

②確保の内容 
特定教育・保育施設 93 187 14 29 37 

地域型保育事業 - - 6 6 7 

② - ① 35 50 10 7 2 

７０Ｐ 

項目 

令和１１年度 

１号 ２号 ３号 

３-５歳 ３-５歳 ０歳 １歳 2歳 

①量の見込み 50 118 10 27 42 

②確保の内容 
特定教育・保育施設 96 184 11 24 35 

地域型保育事業 - - 6 6 7 

② - ① 46 74 7 3 0 

７０Ｐ 

 

項目 

令和１１年度 

１号 ２号 ３号 

３-５歳 ３-５歳 ０歳 １歳 2歳 

①量の見込み 50 118 10 27 43 

②確保の内容 
特定教育・保育施設 93 187 14 29 37 

地域型保育事業 - - 6 6 7 

② - ① 43 69 10 8 1 
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第３節 幼児期の教育•保育の量の見込みと供給の体制確保 

幼児期の教育・保育について、計画期間の各年度における「量の見込み」と、それに対応

する「確保方策」は次のとおりとなります。 

 

■教育・保育の「量の見込み」と「確保方策」 

 

項 目 
１号 ２号 ３号 

３-５歳 ３-５歳 ０歳 １歳 ２歳 

令
和
７
年
度 

① 量の見込み 74 176 7 27 43 

② 

確保

方策 

特定教育・保育施設 93 187 14 29 37 

地域型保育事業 - - 6 6 7 

② - ① 19 11 13 8 1 

（単位：人） 

項 目 
１号 ２号 ３号 

３-５歳 ３-５歳 ０歳 １歳 ２歳 

令
和
８
年
度 

① 量の見込み 63 151 11 30 38 

② 

確保

方策 

特定教育・保育施設 93 187 14 29 37 

地域型保育事業 - - 6 6 7 

② - ① 30 36 9 5 6 

（単位：人） 

項 目 
１号 ２号 ３号 

３-５歳 ３-５歳 ０歳 １歳 ２歳 

令
和
９
年
度 

① 量の見込み 58 137 10 28 42 

② 

確保

方策 

特定教育・保育施設 93 187 14 29 37 

地域型保育事業 - - 6 6 7 

② - ① 35 50 10 7 2 

（単位：人） 

項 目 
１号 ２号 ３号 

３-５歳 ３-５歳 ０歳 １歳 ２歳 

令
和
10
年
度 

① 量の見込み 52 122 10 27 42 

② 

確保

方策 

特定教育・保育施設 93 187 14 29 37 

地域型保育事業 - - 6 6 7 

② - ① 41 65 10 8 2 

（単位：人） 
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項 目 
１号 ２号 ３号 

３-５歳 ３-５歳 ０歳 １歳 ２歳 

令
和
11
年
度 

① 量の見込み 50 118 10 27 43 

② 

確保

方策 

特定教育・保育施設 93 187 14 29 37 

地域型保育事業 - - 6 6 7 

② - ① 43 69 10 8 1 

（単位：人） 
 

確保方策の考え方 

〇１号、2号は最新の令和6年度実績（見込み）の利用割合1を参考に、各年度の推計人口を乗

じて見込みました。3号は前計画期間中、増加の傾向にあり、これまでの利用割合の上昇傾

向を考慮して見込みました。 

 

 

 
1 利用割合：量の見込みにあたり、各事業等について前計画期間中の各年度の対象年齢の人口に対する利用実績数

の割合を確認した。その割合を「利用割合」と表現している。 



 

   資料３①   

    

留萌市こども計画の策定について 

 

１ 目的 

令和５年４月にこども基本法が施行され、「市町村こども計画」の策定が努力義

務化されたことを受け、留萌市では、こども及びこどもを養育する者、その他関係

者の意見を聴取し、国のこども大綱及び道のこども計画を勘案した「留萌市こども

計画」を策定する。 

 

２ 策定までのスケジュール 

  ○令和７年度・・・基礎調査 

  ○令和８年度・・・計画策定 

  ○令和９年度・・・計画スタート 

 

３ 基礎調査について 

（１）対象者 

   ・市内小学校５年生及びその保護者 

・市内中学校２年生及びその保護者 

   ・市内に居住する高校生年代から３４歳の市民 

（２）調査手法 

   ・インターネットを経由し実施 

（３）調査の内容（案） 

  別添【資料３③～⑥】の通り 

  ・市内小学校５年生              ・・・・・・【資料３③】 

・市内中学校２年生              ・・・・・・【資料３④】 

・市内小学校５年生／中学校２年生の保護者   ・・・・・・【資料３⑤】 

  ・市内に居住する高校生年代から３４歳の市民  ・・・・・・【資料３⑥】 

（４）調査業務受託事業者 

  調査業務受託先：株式会社 ぎょうせい 
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子どもの生活アンケート - 調査フロー

調査フロー（手順）（案）

●依頼状には固有の確認番号を印字し、同じ家庭

の保護者とこどもに同じ番号が渡るようセッ

トで封筒に入れる。このセットがずれてはい

けない。

●封筒は無記名、学校での配付時は「どの封筒が

誰に渡ったかが学校にも市役所にもわかりま

せん」と説明。

●こどもは学校で端末を使用して回答、保護者依

頼状はこどもが家庭に持ち帰り、保護者には

家庭でPC、タブレット、スマートフォンによ

り回答してもらう。

●そのため保護者依頼状には締切日を記載する。

●子どもも保護者も確認番号入力により正当な回

答者であることを認証した上でアンケート

フォームへと遷移する仕組み。

●回答データの確認番号により、保護者とこども

のマッチングを行う。これにより「家庭の経

済的状況が子どもに及ぼしている影響の実態

把握」が可能となる。

1

学校経由の配付・回答

保護者・こども、双方データの
確認番号により保護者とこども
のマッチングを行う

0 1 2 8

こどもは
学校で回答

保護者依頼状は
家庭に持ち帰り

同一の確認番号

こども依頼状

フォームURL
https://XXXC

確認番号

依頼状

学校へ協力・配付依頼

①小学５年生
本人110票・保
護者110票

②中学２年生
本人120票・保
護者120票

保護者依頼状

フォームURL
https://XXXB

確認番号
同じ確認番号
の依頼状を
セットにして
封筒に封入

保護者は
家庭で回答

WEBアンケートシステム
PC、タブレット、
スマートフォンに
表示最適化 確認番号

により
一時保存と
再開が可能

0 1 2 8

0 1 2 80 1 2 8

絶対にずれてはいけない

留萌市

資料３②

https://xxx/
https://xxx/


子どもの生活アンケート - 設問構成

調査の構造

●本調査の主な目的は、家庭の経済的状況が

保護者やこどもに及ぼしている影響の実態把

握だが、保護者の支援ニーズや、こどもの自

己肯定感の高さなども併せて把握できる設問

構成とする。

2

基本属性

ニーズ・
必要な支援

経済的
状況による
影響

生活困難の
判断

保護者とこどものかかわり方に
関する設問群

こどもの属性に関する設問群

保護者の相談先・頼れる人、最近の
気持ちに関する設問群

こどもの教育や進学段階に関する設
問群

必要だと思う支援、社会への自由意
見

世帯の経済的状況に関する設問群

こどもの日常生活の状況に関する
設問群

こどもがふだん感じていることや今
の気持ちなどに関する設問群
（自己肯定感・幸福度 など）

保護者設問 こども設問

保護者と家族、世帯の属性に
関する設問群
（年齢・家族の人数・婚姻状況等）

支援・相談先の利用状況・利用意向
に関する設問群

家族や友人に関する設問群

こどもの食事や健康に関する設問群

設問構成

学習や将来の進学希望等に関する設
問群

世
帯
の
年
間
収
入

生計を同一にしている家族の人数

等価世帯収入中央値の２分の１

真ん中の順位の人の収入

等価世帯収入を低い順に並べる

等価世帯収入＝世帯の収入を、同居家族の人数の平方根で除す

中央値以上

等価世帯収入の中央値

中央値の
２分の１以上
中央値未満

中央値の
２分の１
未満

経済的な状況の分類

●保護者への「世帯全体のおおよその年間収

入」と「生計を同一にしている家族の人

数」の設問から等価世帯収入の中央値を求

め、「中央値の２分の１未満」と、「中央

値以上」及び「中央値の２分の１以上中央

値未満」を分類、経済的な状況別としてク

ロス集計を行う。国の調査と同様の考え方。

経済的
な状況
の分類

家庭の経済的状
況によるこども
への影響をみる

経済的な状況の分類

留萌市



年齢区分 ０歳児 １歳児 ２歳児 ３歳児 ４歳児 ５歳児

配置基準 ３：１ ２０：１

入所児童 1人 28人 16人 26人 71人

待機児童 0人 0人 0人 0人 0人

潜在待機児童 0人 0人 0人 0人 0人

入所児童 2人 12人 15人 17人 46人

待機児童 0人 0人 0人 0人 0人

潜在待機児童 0人 0人 0人 0人 0人

入所児童 3人 7人 16人 21人 20人 21人 88人

待機児童 0人 0人 0人 0人 0人 0人 0人

潜在待機児童 0人 0人 0人 0人 0人 0人 0人

入所児童 6人 17人 21人 24人 24人 30人 122人

待機児童 0人 0人 0人 0人 0人 0人 0人

潜在待機児童 0人 0人 0人 0人 0人 0人 0人

入所児童 9人 24人 40人 85人 75人 94人 327人

待機児童 0人 0人 0人 0人 0人 0人 0人

潜在待機児童 0人 0人 0人 0人 0人 0人 0人

年齢区分 ０歳児 １歳児 ２歳児 ３歳児 ４歳児 ５歳児

配置基準 ３：１ ２０：１

入所児童 3人 6人 10人 19人

待機児童 0人 0人 0人 0人

潜在待機児童 0人 0人 0人 0人

■待機児童数

年齢区分 ０歳児 １歳児 ２歳児 ３歳児 ４歳児 ５歳児 合計

認定児童 12人 30人 50人 85人 75人 94人 346人

入所児童 12人 30人 50人 85人 75人 94人 346人

待機児童 0人 0人 0人 0人 0人 0人 0人

潜在待機児童 0人 0人 0人 0人 0人 0人 0人

■小規模保育事業所

〔報告事項〕

令和７年７月１日現在

３０：１

施設名
【利用定員】

■保育所（広域入所は除く）

令和７年度　認定こども園等利用状況

小計

かもめ幼稚園
【８０人】

留萌聖園
幼稚園

【６０人】

沖見保育園
【１０0人】

認定こども園
（幼稚園型）

６：１

小計
３０：１

小規模保育所

６：１

全施設

みどり保育園
【１２0人】

認定こども園
（保育所型）

施設名
【利用定員】

すまい留
【19人】

小計
【360人】

資料４
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〔情報提供事項〕    

こども１１０番に係る取り組みについて 

 

１ 取り組みの目的と現状 

こども１１０番の取り組みは子ども達が身に危険を感じた時に避難する場所を

確保する目的で、平成１２年７月より開始しており、平成２８年３月末時点で４，

５７３件の賛同をいただいている。平成２８年度以降は名簿の更新・整理が行われ

ていないのが現状。 

 

２ 課題 

  ・地域住民の高齢化 

  ・高齢者の就労により日中不在となることが多い 

  ・空き家の増加 

  ・子ども達の見知らぬ家へ駆け込むことへの抵抗感 

 

３ 令和６年度の取り組み 

  駆け込み１１０番訓練として、緑丘小学校区留守家庭児童会の児童を対象に千

鳥児童センターへの駆け込み訓練を実施。 

  

４ 令和７年度以降の取り組み 

  「２ 課題」から、小中学校通学路上にあるガソリンスタンドや店舗、事業所

などを中心に整理をかけ、子ども達が安心して駆け込むことができる体制を構築

する予定。令和７年度は留萌小学校区の通学路にて試験的に整理を行う。 
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留萌市子ども・子育て会議運営要領 

（趣旨） 

第１条 この要領は、留萌市子ども・子育て会議の会議（以下「会議」という。）の

運営に関して必要な事項を定める。 

（会議の周知） 

第２条 会長は、会議を招集しようとするときは、あらかじめ、日時、場所及び議題

を委員に通知するものとする。 

（代理人の出席等） 

第３条 会長は、委員が会議に出席できない場合であって、当該委員からあらかじめ

申し出があったときは、代理人の出席を認めることができる。 

２ 代理人は、会議に出席し、発言することができる。 

３ 代理出席した者には、報酬を支給しないものとする。 

 （会議の公開等） 

第４条 会議は公開とする。ただし、会長は、公開することにより公平かつ中立的な

審議に著しい支障を及ぼす恐れがあると認めるときその他正当な理由があると認

めるときは、会議を非公開とすることができる。 

２ 会長は、会議における秩序の維持のため、傍聴人の退場を命ずる等、必要な措置

を行うことができる。 

（議事録） 

第５条 会長は、次に掲げる事項を記載した議事録を作成するものとする。 

 ⑴ 会議の開催日時及び場所 

⑵ 出席した委員の氏名（代理人が出席した場合は、その旨を含む。） 

⑶ 議事の経過及び概要 

⑷ その他必要な事項 

２ 前項の議事録には、会長が指名した２名の委員が署名するものとする。 

３ 議事録及び配布資料は公開とする。ただし、会長は、公開することにより公平か

つ中立的な審議に著しい支障を及ぼす恐れがあると認めるときその他正当な理由

があると認めるときは、議事禄及び配布資料の全部又は一部を非公開とすることが

できる。 

（専門部会） 

第６条 第２条から第５項までの規定は、専門部会の運営について準用する。この場

合において、「会議」とあるのは「部会」と、「会長」とあるのは「部会長」と読み

替えるものとする。 

 

附 則 

 この要領は、平成２５年１１月１日から施行する。 
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留萌市子ども・子育て会議委員 （任期：Ｒ５.１１.１～Ｒ７.１０.３１） 

  

 番号 団　体　名 役　職 氏　名

1
学校法人　旭川カトリック学園
留萌聖園幼稚園

副園長 峨 家
ガケ

麻 美 子
マミコ

2 留萌市民生児童委員連絡協議会 会長 長 尾
ナガオ

保 廣
ヤスヒロ

3 社会福祉法人　留萌市社会福祉協議会 主事 鈴 木
スズキ

出
イズル

4 留萌市小中学校校長会
潮静小学校
校長 塚 田

ツカダ

崇
タカシ

5 留萌市青少年健全育成推進員協議会 推進員 鳴 海
ナルミ

智 恵
チエ

6 ＮＰＯ法人　留萌スポーツ協会 理事長 伊
イバタ

端 隆 康
タカヤス

7 ＮＰＯ法人　ＮＰＯおたすけママくらぶ 理事 和 泉
イズミ

美 輪
ミワ

8 社会福祉法人　留萌萌幼会
みどり保育園

園長 竹 内
タケウチ

美 和
ミワ

9 学校法人　萌愛学園　かもめ幼稚園 園長 福
フクシ

士 惠
エリコ

里 子

10 留萌市ＰＴＡ連合会 会長 安 達
アダチ

仁
ヒトシ

11 連合北海道　留萌地区連合会 事務局長 野 呂
ノロ

照 幸
テルユキ

12 留萌商工会議所 振興係長 村
ムラヤマ

山 慧 星
アキラ

13 公募委員 堀 口
ホリグチ

千 晶
チアキ
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